
平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(1,016,215) (903,715) (705,911)

10,000 10,000 7,500

＜1,026,215＞ ＜913,715＞ ＜713,411＞

(17,736) (17,736) (14,188)

0 0

＜17,736＞ ＜17,736＞ ＜14,188＞

(52,500) (52,500) (39,375)

0 0

＜52,500＞ ＜52,500＞ ＜39,375＞

(70,000) (70,000) (52,500)

100,000 100,000 75,000

＜170,000＞ ＜170,000＞ ＜127,500＞

(150,000) (150,000) (112,500)

0 0

＜150,000＞ ＜150,000＞ ＜112,500＞

(49,600) (49,600) (39,680)

0 0

＜49,600＞ ＜49,600＞ ＜39,680＞

(39,600) (39,600) (29,700)

0 0

＜39,600＞ ＜39,600＞ ＜29,700＞

(10,500) (10,500) (8,400)

0 0

＜10,500＞ ＜10,500＞ ＜8,400＞

(1,406,151) (1,293,651) (1,002,254) (0) (0)

110,000 110,000 82,500 0 0

＜1,516,151＞ ＜1,403,651＞ ＜1,084,754＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

普代村 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

市町村名 電話番号 ０１９４－３５－２１１６

合計額

都道県名 担当部局名 震災復興室

 C  -   7  -

 漁業集落復興効果促進事業  普代村  村  村  直接 4/5

1/2

12  ☆  F  -   1  -   1  -   1

  漁具保管修理施設整備事業
 黒崎、鳥居地

区
 村  村  直接10  

5   C  -   1

  2  復興ふれあい広場整備事業  緑区  村

 県  村  間接3   C

  2  

 -

 県  直接

9  ◆  C  -   7  -   1

  1    漁港環境整備事業  堀内漁港地区  県

4   C  -   6  -   1    漁港施設機能強化事業  沢、白井地区  県  村

 -

 直接 4/5

 間接 1/2

1/2

 村

 -   5  -   1  

 -

 村  直接 1/2  共同利用施設復興整備事業

 黒崎、堀内、
沢、白井、元
村、太田名部

地区

 村

 直接 4/5  1  海産物等販路拡大・販売促進事業  緑区  村  村

1/2  堀内、沢地区漁業集落防災機能強化事業  堀内、沢地区

2  ◆  C  -   7  -   1

  1  1   C  -   7  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

岩手県普代村岩手県普代村岩手県普代村岩手県普代村 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成24年８月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体


